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他地域で社会保険代理納付する場合の対処方法 

 

一、他地域での社会保険代理納付を巡る情勢 

 

会社による他地域での社会保険代理納付が必要となるケースとしては、使用者(会社)が第三者機関

(人材サービス会社)を納付主体として、会社の従業員のために会社登録地以外の地域で社会保険料の

納付を委託することがある。 

中国『社会保険法』により、労働者のために社会保険を納付することは使用者に義務づけられてい

る。会社はその登録地で従業員の社会保険に加入することが一般的であるが、全国各地の社会保険シ

ステムはネットワークされておらず、さらに社会保険基金が各地で独立管理されているため、実務上、

一部の従業員は生活面(定住、子供の就学、住宅購入、自動車購入など)の必要性から、会社に対して

実家・戸籍所在地・駐在地等企業登録地以外の他地域での社会保険の加入を希望するケースもある。

例えば、会社登録地が蘇州市であったとしても、上海市戸籍の従業員を採用する際、その者が上海市

での社会保険納付を希望した場合、会社は人材を引き留めるためそうした希望に応じてきた。具体的

には、人材サービス会社に委託し、会社の登録地ではないその従業員が希望する地域で、社会保険の

納付を行うことになる。こうした方法は『社会保険法』の要求に完全には合致しないものの、会社と

従業員の実際の要望に合うため、長い間一般的に採用されてきた。 

しかし、ここ数年、行政部門による社会保険納付監督の厳格化や社会保険費用の税務機関代理徴収

による徴収開始に伴い、北京、上海、杭州、江蘇、広東等の省市は続々と法規規則や政策文書を公布

しており、会社所在地と従業員社会保険納付地の不一致などの行為に対して干渉や規制を行うように

なっている。こうしたなか、会社も従業員も法的リスクや不確定な要素に直面する可能性が高まって

いる。例として、①企業の個人所得税納付者数と社会保険の納付人数が一致しないため、社会保険の

納付漏れまたは過少納付の違法行為があると認定されることがあり、追納を要求され、更には行政処

罰が与えられるケース、②企業が従業員のために労災保険待遇を申請する場合、申請主体と労災責任

主体が一致しないため、従業員が労災保険待遇を享受できないケースなどがある。 

 

 

二、他地域での社会保険代理納付についての対策 

 

会社としては従業員の希望と法規定の不一致を解消するため、様々な対策を模索してきている。そ

うした中には、完全にコンプライアンス遵守した方法もあれば、いわゆる「グレー」な方法もある。

以下で対策例をご紹介する。 
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番号 対策例 特徴 メリット 注意点（問題点） 

1 従業員の希

望地での分

公司設立 

分公司、いわゆる支店として

営業許可証を取得し、かつ社

会保険口座も開設 

労働契約締結主体、社会保険

納付主体ならびに個人所得税

納付主体の一本化要求を満た

すため、コンプライアンスの

順守可能 

経営管理コストの増

加、かつ多数地域で分

公司の設立が困難 

2 従業員との

労働関係を

他地域にあ

る関連会社

に移籍 

会社、従業員及び実際勤務地

や希望地にある関連会社の意

思が一致に達した上で、労働

関係を関連会社に移籍、また、

関連会社においては従業員の

ために給料を支給し、社会保

険及び個人所得税を納付 

他地域での社会保険の代納可

能 

労働争議を引き起こし

やすく、勤務期間、仕

事手配、日常管理など

の事項について明示的

な約束が必要 

3 労務派遣の

利用 

労務派遣業者が派遣先の所在

地で社会保険を納付 

他地域での社会保険の代納可

能 

利用は「三性」のある1職

場に限られ、雇用総人

数の 10%を超えられな

い点で要注意 

4 労務アウト

ソーシング

の利用 

一部の業務を請負業者に発注

し、当該請負業者が労働者を

手配し、発注者の要求に応じ

て業務を完成、発注者は労働

者を直接管理しない 

労務派遣のような「三性」や

雇用人数の割合などの制限な

し、コンプライアンスの順守

可能 

労働過程にコントロー

ル放棄、従業員の心理

や職場の安定性に影響

5 共同雇用の

利用 

労働者が同時に企業及び第三

者機関と労働契約を締結し、

かつ第三者機関が責任をもっ

て社会保険を納付 

他地域での社会保険の代納可

能 

若干の法的リスク要注

意 

 

以上に紹介した通り、他地域での社会保険代理納付に対する監督管理は厳格化される傾向にあり、

全国の社会保険の納付基数、人数及び個人所得税の金額などがシステム化・デジタル化されるなか、

今後さらに厳格化されると考える。将来的になんらかのタイミングで全従業員について出身地や実際

の勤務地等に関係なく、企業登録地での社会保険加入に切り替える必要があろう。 

以上 

 
 

1労務派遣の利用は一時的、補助的あるいは代替的（いわゆる「三性」）な職場のみに限られる。 


